
れている学校支援地域本部 教科・領域、行事や部活動で地域の方や学生をボランティアとして活用し、効率的な授業や活動を展開して
施策目的・

(2)目的 を中心に、自然や歴史、文化、人材などの地域資源を学習や部活動に活用していきます。また、学校評議員 事業目的 各学校の教育力向上を図る。また、地域の人材を活用しながら、児童生徒にきめ細かな指導を行う。更に、
展開方向

制度による開かれた学校づくりに取り組み、学校と地域の交流の拡大を図ります。 児童生徒が、学びながら自分と社会とのつながりを実感させる。
学習支援をはじめとして学校行事や部活動，環境整備等様々な場面で地域の人材を活用する。各小中学校や これまでの成果と課題、進捗状況を踏まえ、各学校の実情やニーズに応じたボランティアの積極的な活用を
中学校区を単位として，各学校のニーズに応じて地域の方々や学生をボランティアとして活用し，事業を展 図り、学習支援や環境整備、交通安全等、多様な支援の持続と充実を市内全小中学校で推進する。定期的，
開する。また、「豊かな学び」のために、言語活動や体験活動とＩＣＴを活用した学びへのきめ細かな支援 当該年度 継続的に学習支援ができるボランティアには「教育活動推進員」として活動してもらう。
を重視していく。 執行計画 29年度は、臨時職員として「ICT教育支援員」３名をを計画的に配置する。

(3)事業内容 内　　容

学校への支援ボランティアに参加したのべ人数 想定値 50,000当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 市内全小中学校で実態に合わせて本事業を展開し、安全・交通安全や環境整備活動等を中心に展開しながら、学習支援等の展開 直接 学校への支援ボランティアに参加したのべ人数 人 0 50,000
も含め学校教育力の向上を図る。

   ３年後 学校ごとに置かれている学校支援地域本部を中学校区にまとめていく。 直接 学校への支援ボランティアに参加したのべ人数 人 0 51,000
地域教育協議会を開き、小中一貫教育に合わせて「地域と共に歩む学校」作りを進める。

   最終(概ね５年後) 中学校区、その中の各小中学校の実態に合わせた「地域と共に歩む学校」を完成させ、学力向上や地域力向上につなげる。 直接 学校への支援ボランティアに参加したのべ人数 人 0 52,000

学校支援地域本部事業本来の目的である「学校教育のサポート」の推進を第一に考え、特に学力向上の取組として、学校からの
(7)事業実施上の課題と対応 要望の高い学習支援について、教育活動推進員を現在の７名から平成３０年度には、市内１９校に１名配置したい。 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

３号嘱託職員賃金 2,124 ３号嘱託職員賃金(統括ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ） 2,323 ３号嘱託職員賃金（統括ｺｰﾃﾞｨ･ICT) 4,448 ３号嘱託職員賃金（統括ｺｰﾃﾞｨ･ICT） 4,448
共済費 358 共済費 337 共済費 730 共済費 730
費用弁償 130 費用弁償 130 費用弁償 265 費用弁償 265
報償費 2,874 報償費（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ･教育活動推進員） 2,784 報償費（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ･教育活動推進員） 3,450 報償費（ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ･教育活動推進員） 4,026
消耗品 670 消耗品 650 消耗品 670 消耗品 680
通信運搬費 32 通信運搬費 81 通信運搬費 81 通信運搬費 81
臨時職員賃金(理数教育支援員） 1,040 臨時職員賃金(理数教育支援員）2人 1,956 臨時職員賃金(理数教育支援員）2人 1,955 臨時職員賃金(理数教育支援員）3人 2,871

実施内容 共済費（理数教育支援員） 16 共済費(理数教育支援員） 28 共済費(理数教育支援員） 27 共済費(理数教育支援員） 40
臨時職員賃金(理数教育支援員） 916 臨時職員賃金(ICT教育支援員）1人 916 臨時職員賃金(ICT教育支援員）4人 3,664 臨時職員賃金(ICT教育支援員）5人 4,580

(8)施行事項
費　　用 共済費(理数教育支援員） 15 共済費(ICT教育支援員） 13 共済費(ICT教育支援員） 51 共済費(ICT教育支援員） 64

臨時職員賃金（ＩＣＴ教育支援員） 916 ＊ 臨時職員賃金 ICT  （916,000×2人） 1,832 ＊ 臨時職員賃金（ＩＣＴ教育支援員）1人 916 ＊ 臨時職員賃金（理数教育支援員）1人 916
共済費（ＩＣＴ教育支援員） 15 ＊ 共済費 ICT        （12､842×2人） 28 ＊ 共済費（ＩＣＴ教育支援員） 13 ＊ 共済費（理数教育支援員） 13

＊ 臨時職員賃金 ICT  （641,000×1人） 641 ＊ 臨時職員賃金（理数教育支援員）1人 916 ＊ 臨時職員賃金（ＩＣＴ教育支援員）1人 916
＊ 共済費 ICT        （9,618×1人） 8 ＊ 共済費（理数教育支援員）　　　 13 ＊ 共済費（ＩＣＴ教育支援員） 13
＊ ３号嘱託職員賃金（ICT） 2,128 ＊ 消耗品 10 ＊ 消耗品 10
＊ 共済費 369 ＊ 報償費（教育活動推進員） 576
＊ 費用弁償 135

予算(済)額 合　　計 9,106 合　　計 14,359 合　　計 17,785 合　　計 19,653
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 66 ％ 5,464 補助率 66 ％ 9,627 補助率 66 ％ 11,300 補助率 66 ％ 12,446
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,642 4,732 6,485 7,207

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.08 0.08 0.08 0.08
正職員人件費 704 704 704 704

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,612 5,449 5,447 5,447
臨時職員賃金額 2,918 5,421 7,555 9,413

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 9,810 15,063 18,489 20,357
(11)単位費用

0.23千円／人 0.3千円／人
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

社会構造の変化や児童生徒の多様化、学力向上を望む声、経済的格差の拡大、情報技術の急速な進歩への対応等、小中学 ○①事前確認での想定どおり
校の教育をめぐる課題は年を追う毎に多様化・肥大化している。加えて地域とのつながりの希薄化による地域の教育力低 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 下、家庭教育力の低下等、教育課題は増加の一途をたどっている。そうした中で「地域とともに歩む学校」づくりを進め ○要
   背景は？(事業の必要性) 、学校を核として地域を活性化すると共に地域の教育力を学校に呼び込むことの重要性が叫ばれている。事業開始当時の ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

教育環境整備や登下校の安全確保等に加えて、学力向上の観点からの学習支援や部活動補助等でも、本事業への必要性が
高まっている。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 地域住民や大学生等がボランティアとして活動しやすいよう ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り に、各学校でのニーズを明らかにするとともに、各学校にコ ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ーディネーターを配置することによって、計画的・組織的に ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している 対応している。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 地域の人材を講師として招聘し、自然環境の保全や手賀沼の ○①想定どおり
□②生き物と共存している 生態系などについても学習する。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 50,000 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 15,063 △5,253
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△53.55

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 331.94

人 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 1049 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域全体で学校教育を支えるしくみづくり 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 学校支援事業の充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２０年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.08 人）
(1)事業概要

(当　初) 15,063 千円 (うち人件費 704 千円）⑦事業費
総事業費 7,009 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52201 重点なし ●有 ○無 (計画名) 我孫子市社教育推進計画生涯学

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

学校教育を地域全体で支えるため、ＰＴＡと協働し、市内の全小中学校に設置さ



情報教育の環境の整備を図る。
施策目的・

(2)目的 的な知識や思考力、判断力、表現力の習得を支援するとともに、主体的に学習に取り組む姿勢を育みます。 事業目的
展開方向

情報教育機器を効果的に活用した「わかる授業」の展開に努めることで，学力の向上を図る。また，教職員 児童生徒及び教師のコンピュータ活用スキルを高める。情報モラル教育も含め，ネットワークの効果的な活
の校務を効率化し，負担を軽減することにより，生徒と向き合う時間を増やし，きめ細やかな指導を行うこ 用スキルを高める。リース機器の適切な更新，配置，管理を進める。教職員の異動に合わせた校務用ＰＣの
とで，教育活動の質の改善を図る。そのために，研修の機会の充実や機器の整備・維持管理に努める。 当該年度 配置。小学校における校務支援システム本稼働に伴う研修の実施と円滑な運用。小中一貫教育を推進してい

執行計画 くにあたり，「小中一貫教育カリキュラム」を支えるＩＣＴ教育の充実のために，我孫子中学校区にiPadを
(3)事業内容 内　　容 ４０台を配置する。これにより特別教室や地域学習等のコンピュータ室以外での活用や、協働学習や個に応

じた指導支援の充実を図る。
コンピュータ・ネットワーク機器の充足台数 想定値 3,774当該年度

単位 台
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 時代の変化に応じコンピュータやネットワークを活用した学習や校務の推進に向けた機器の充足率 直接 コンピュータ・ネットワーク機器の充足率 ％ 70 70.3

   ３年後 時代の変化に応じコンピュータやネットワークを活用した学習や校務の推進に向けた機器の充足率 直接 コンピュータ・ネットワーク機器の充足率 ％ 0 80

   最終(概ね５年後) 時代の変化に応じコンピュータやネットワークを活用した学習や校務の推進に向けた機器の充足率 直接 コンピュータ・ネットワーク機器の充足率 ％ 0 90

教職員のコンピュータリテラシーの向上。サーバ管理の専門性。セキュリティに関する対策の強化。ネットワーク速度が遅い。
(7)事業実施上の課題と対応 校務の情報化の推進においては、教職員の増減への対応が遅れる。機器更新が多種になっており、その更新時期もずれているた 代替案検討 ○有 ●無

めに、総合的な見直しが困難である。整備したＩＣＴ機器等の有効な活用。

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

需用費　修繕料 486 需用費　修繕料 335 需用費　修繕料 360 需用費　修繕料 360
通信運搬費 1,790 通信運搬費 1,790 通信運搬費 1,790 通信運搬費 1,790
保守点検委託料 7,587 保守点検委託料 8,196 保守点検委託料 8,728 保守点検委託料 10,944
ＰＣ機器賃貸借 120,670 ＰＣ機器賃貸借 126,413 ＰＣ機器賃貸借 125,000 ＰＣ機器賃貸借 125,517
中学校校務支援システム保守委託 3,176
中学校校務支援システム研修委託 238 校務支援システム保守委託（小・中） 10,198 校務支援システム保守委託（小・中） 10,198 校務支援システム保守委託（小・中） 10,198

実施内容 中学校校務支援システム賃借 6,334 校務支援システム賃借（小・中） 13,043 校務支援システム賃借（小・中） 13,043 校務支援システム賃借（小・中） 13,043

(8)施行事項
費　　用 ＊ タブレットＰＣ賃貸借７ヶ月１校分 647 タブレットＰＣ賃貸借1校分 1,109 タブレットＰＣ賃貸借1校分 1,109

＊ 小学校校務用コンピュータ保守後期 331 ＊ タブレットＰＣ賃貸借７ヶ月２校分 1,294 タブレットＰＣ賃貸借２校分 2,217
＊ 小学校校務用コンピュータ賃貸借後期 5,008 ＊ タブレットＰＣ賃貸借７ヶ月布佐中区 647
＊ 小学校校務用支援システム保守委託 2,839
＊ 小学校校務用支援システム研修委託 832
＊ 小学校校務用支援システム賃貸借 3,478
＊ タブレットＰＣ賃貸借（3ヶ月）2中区 643

（９月補正）

予算(済)額 合　　計 153,412 合　　計 160,622 合　　計 161,522 合　　計 165,825
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 153,412 160,622 161,522 165,825

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.49 0.49 0.49 0.49
正職員人件費 4,312 4,312 4,312 4,312

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 157,724 164,934 165,834 170,137
(11)単位費用

41.79千円／台 43.7千円／台
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

文部科学省から「教育の情報化ビジョン」により、21世紀にふさわしい学校教育の実現の方向性が示されている。また、 ○①事前確認での想定どおり
教職員の校務の正確性の向上や効率化に繋がり、必要性は高い。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り コンピュータを使った授業に、学習ボランティアの支援が入 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り っている。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 学校の授業では、紙面の資料の配付を少なくし、大画面テレ ○①想定どおり
□②生き物と共存している ビに投影できるようにする。校務においては、コンピュータ ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している システム内での処理を中心とし、紙面での点検作業等を減ら

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している す。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
70 70.3 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 164,934 △7,210
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△4.57

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.04

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 1415 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 小中学校コンピュータ教育の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.49 人）
(1)事業概要

(当　初) 164,934 千円 (うち人件費 4,312 千円）⑦事業費
総事業費 116,936 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもの確かな学力を育成するため、少人数指導などの個に応じたきめ細かな指導を実施し、基礎的・基本 各小中学校のＩＣＴ機器を整備し，



を実施することにより、豊かな人間性や社会性の育成、
施策目的・

(2)目的 を通じた系統的・継続的な指導を行います。 事業目的 学力の向上、郷土愛の育成、中１ギャップの解消、などを目指す。
展開方向

・「Abi☆小中一貫カリキュラムを教育課程に組み込んで実施すること」「小中連携活動を教育課程に組み ・Abi☆小中一貫カリキュラムを年間計画に組み込んで実施していく。各中区ごとに検証授業及び協議会を
　込んで実施すること」「各中学校区のグランドデザインを作成すること」を平成３１年度の全市展開に向 　実施する。
　けて、全ての中学校区で進めていく。 当該年度 ・市内一斉に行う「小中一貫の日」や各中学校区の小中交流活動を続けるとともに、児童・生徒の実態を把
・平成２８年度に実施した布佐中学校区（推進地区）の公開研究会の成果と課題を整理し、他の中学校区の 執行計画 　握し、その成果を検証する。

(3)事業内容 内　　容 　取組に活かしていく。
・小中一貫教育の目指す取り組みについて、市内全教職員及び市民への啓発活動を継続的に実施する。

・カリキュラム検証授業の実施 想定値 8当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 Abi☆小中一貫カリキュラムの実施と検証 直接 Abi☆小中一貫カリキュラムの検証授業の実施 回 36 42

   ３年後 小中一貫教育の本格実施 直接 全中学校区での小中一貫教育の実施 校 1 6

   最終(概ね５年後) Abi☆小中一貫カリキュラムの工夫・改善 直接 各中学校区ごとに、カリキュラムの見直し 校 0 6
各中学校区ごとの特色ある取組　

小中一貫教育の柱となるカリキュラムの実施と検証を確実に行う。
(7)事業実施上の課題と対応 平成３１年度までに、各中学校区にIpad及びＩＣＴ教育支援員の配置。 代替案検討 ○有 ●無

児童生徒移動用バス「けやき号」の確保をする。

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 非常勤特別職人件費　委員報償 35 ＊ 非常勤特別職人件費　委員報酬 35 非常勤特別職人件費　委員報酬 35 非常勤特別職人件費　委員報酬 35
＊ ３号嘱託職員報酬 2,322 ＊ 共済費　スクールサポート① 24 共済費　スクールサポート① 24 共済費　スクールサポート① 24
＊ 共済費（３号嘱託職員） 383 ＊ 賃金（臨時職員・旅費含む）① 1,665 賃金（臨時職員・旅費含む）① 1,665 賃金（臨時職員・旅費含む）① 1,665
＊ 費用弁償（３号嘱託職員） 135 ＊ 講師報償費 55 講師報償費 55 講師報償費 55
＊ 共済費　スクールサポート① 27 ＊ 需用費（消耗品・印刷） 190 需用費（消耗品・印刷） 190 需用費（消耗品・印刷） 190
＊ 賃金（臨時職員・旅費含む）① 1,665 ＊ 広報あびこ折込手数料 34 広報あびこ折込手数料 34 広報あびこ折込手数料 34
＊ 報償（アドバイザー・乗り入れ） 345 ＊ 小中一貫だより繋特別号作成委託 324 小中一貫だより繋特別号作成委託 324 小中一貫だより繋特別号作成委託 324

実施内容 ＊ 旅費 ＊ 使用料（バス）９台 603 使用料（バス）９台 603 使用料（バス）９台 603
＊ 需用費（消耗品・・印刷） 673

(8)施行事項
費　　用 ＊ 使用料（バス）１２台 806 共済費　スクールサポート②～⑥ 118 共済費　スクールサポート②～⑥ 118 共済費　スクールサポート②～⑥ 118

＊ 負担金 5 賃金（臨時職員・旅費含む②～⑥ 8,349 賃金（臨時職員・旅費含む②～⑥ 8,349 賃金（臨時職員・旅費含む②～⑥ 8,349
（部内調整分）
共済費　スクールサポート②～⑥ 134
賃金（臨時職員・旅費含む）②～⑥ 8,454

予算(済)額 合　　計 14,984 合　　計 11,397 合　　計 11,397 合　　計 11,397
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 14,984 11,397 11,397 11,397

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.28 1.28 1.28 1.28
正職員人件費 11,264 11,264 11,264 11,264

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,705 0 0 0
臨時職員賃金額 10,280 10,156 10,156 10,156

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 26,248 22,661 22,661 22,661
(11)単位費用

3,281千円／回 2,832.63千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

小学校と中学校では、教科担任制、部活動、生徒指導などや対人関係の関わり合いにも違いがあり、これらは、児童・生 ○①事前確認での想定どおり
徒にとって「中１ギャップ」と言われる段差になり、不登校やいじめへと結びつきやすい。また、現状の地域コミュニテ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ィの中では地域社会や高齢者をはじめ住民から学ぶ機会も減少し地域への知識や郷土愛を育みにくい。そこで、小中一貫 ○要
   背景は？(事業の必要性) 教育を導入することで、９年間の系統性を踏襲した指導を行うとともに、小中の段差を滑らかにし、適応しやすくする効 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

果を期待できる。また、郷土愛の醸成を目指すカリキュラムの実施が可能となる。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 市民に向けての広報活動を一層充実させる。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

■①自然環境を生かしている 地域の特色に沿った小中一貫教育を推進する。 ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
36 42 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 22,661 3,587
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

13.67

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.19

回 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 2029 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 小中一貫教育の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２５年度 ～ ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 1.28 人）
(1)事業概要

(当　初) 22,661 千円 (うち人件費 11,264 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52103 重点４ ●有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちの学力向上や中１ギャップの解消、豊かな人間性・社会性の育成を図るため、９年間の義務教育 小中学校の９年間を見通して一体的・継続的な教育



基本理念、市が取り組むべきいじめの防止等に関
施策目的・

(2)目的 者、市民などと連携しながら、いじめの未然防止や早期発見、早期対応に向けた取り組みを進めます。また 事業目的 する施策を積極的かつ効果的に実施することにより、児童生徒が健やかに成長することができる環境をつく
展開方向

、青少年の非行を防止するため、ＰＴＡや少年指導員、防犯協議会などと連携して街頭パトロールを実施す る。
我孫子市いじめ防止対策推進条例に基づき、我孫子市いじめ防止基本方針の重点となっている、いじめの「 教職員に対し、いじめの防止等に関する研修の実施等、資質能力の向上に必要な措置を講ずる。児童生徒に
未然防止」「早期発見」「早期対応」を柱に、教職員に対し、いじめの防止等に関する研修の実施等、資質 対していじめアンケート調査、Ｑ－Ｕ検査等を定期的に実施し、実態把握といじめの早期発見に努めていく
能力の向上に必要な措置を講じていく。児童生徒に対していじめアンケート調査、Ｑ－Ｕ検査等を定期的に 当該年度 。いじめ防止強化月間では、学校のいじめ防止対策への取り組みについて、市民に広報する。
実施し、実態把握といじめの早期発見に努めていく。 執行計画 各学校で策定している「いじめ防止対策基本方針」の点検・見直しを行い、学校の取組への支援を行う。担

(3)事業内容 内　　容 当職員が学校訪問を積極的に行い、学校との更なる連携強化を図る。また、生徒指導上の問題が生じた場合
、即座に対応できるようなサポート体制づくりを行っていく。
我孫子市いじめ防止等に関する施策の実施 想定値 8当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

   当該(開始)年度 我孫子市いじめ防止対策推進条例、我孫子市いじめ防止基本方針に基づき、市が取り組むべきいじめの防止等に関する施策を積 直接 我孫子市いじめ防止等に関する施策の実施 回 0 8
極的かつ効果的に実施する

   ３年後 積極的かつ効果的ないじめの防止等のための対策を実施する 直接 我孫子市いじめ防止等に関する施策の実施 回 0 8

   最終(概ね５年後) 積極的かつ効果的ないじめの防止等のための対策を実施する 直接 我孫子市いじめ防止等に関する施策の実施 回 0 8

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円) 実績値(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

いじめ防止対策委員会委員報酬 63 いじめ防止対策委員会委員報酬 63 いじめ防止対策委員会委員報酬 63 いじめ防止対策委員会委員報酬 63
＊ 嘱託職員報酬 1,585 嘱託職員報酬（12日/月） 1,585 嘱託職員報酬（16日/月） 2,317 嘱託職員報酬（16日/月） 2,317
＊ 社会保険料 251 社会保険料 337 社会保険料 350 社会保険料 350
＊ 雇用保険料・労災保険 25 雇用保険料・労災保険 19 雇用保険料・労災保険 35 雇用保険料・労災保険 35
＊ 費用弁償 47 費用弁償 135 費用弁償 135 費用弁償 135

＊ 嘱託職員報酬（4日/月） 544
実施内容 ＊ 雇用保険料・労災保険 7

＊ 費用弁償 21
(8)施行事項

費　　用

予算(済)額 合　　計 1,971 合　　計 2,711 合　　計 2,900 合　　計 2,900
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,971 2,711 2,900 2,900

その他の財源 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □債務 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.53 0.5 0.5 0.5
正職員人件費 4,664 4,400 4,400 4,400

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,861 2,648 2,648 2,648
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(済)額＋正職員人件費) 6,635 7,111 7,300 7,300
(11)単位費用

829.38千円／回 888.88千円／回
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成２５年に成立した国の「いじめ防止対策推進法」に伴い、我孫子市いじめ防止対策推進条例・基本方針を策定した。 ○①事前確認での想定どおり
いじめに苦しむ子どもをなくしていくためには、この条例、基本方針に従い、いじめの未然防止、早期発見、適切な対応 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の取り組みを進めていくこと、関係機関や専門家など、多角的な視点からの防止対策を検討していくことが重要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内小中学校ＰＴＡ連絡協議会の代表者２名（小学校１名、 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 中学校１名）に、いじめ防止対策委員を委嘱する。 ○②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている いじめ防止対策委員会開催に係る資料等については、用紙の ○①想定どおり
□②生き物と共存している 無駄遣いを省く。また、「我孫子市いじめアンケート」に関 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している する資料についても、紙ベースでのやり取りを省き、その大

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している 部分をメールで行う。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0 8 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,111 △476
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△7.17

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.11

回 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（平成２９年度）

事業コード 2096 課コード 1503 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 教育総務部・指導課

個別事業 いじめ防止対策事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成２６年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,111 千円 (うち人件費 4,400 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52302 重点４ ○有 ○無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

子どもたちが安心して生活し、健やかに成長することができる環境をつくるため、教育委員会や学校、保護 我孫子市いじめ防止推進条例に基づき、いじめ防止対策の


